
上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記
載を省略しております。

第22回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

●　連結計算書類
「連結注記表」

●　計算書類
「個別注記表」

第22期
（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

株式会社エージェント・インシュアランス・グループ



建物 ３～39年
車両運搬具 ２～５年
工具、器具及び備品 ２～10年

連　結　注　記　表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数　２社
・連結子会社の名称

株式会社保険ショップエージェント
Agent America, Inc.

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）及
び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。
　また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
ａ. ソフトウエア

　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づい
ております。

ｂ. 顧客関連資産
　当社及び国内連結子会社が中小保険代理店の事業承継の際に中小保険代理店が管理する保険契
約に係る保険代理店としての地位を一括で承継することにより取得した顧客関連資産について
は、その対価の算定根拠となった将来の収益獲得見込期間（９年～15年）に基づく定額法を採
用しております。

ハ. リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額については、リース契約上の残価保証の取決めがあるも
のは当該残価保証額とし、それ以外のものは零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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有形固定資産の減価償却累計額 50,491千円

④ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点、すなわち、保険代
理店事業に係る保険会社との契約における当社グループの履行義務を、保険契約の取次を行う義務
と、取り次いだ保険契約の保全を行う義務として識別した上で、それぞれが充足されたと認められる
時点で収益を認識しております。
　これにより、代理店手数料売上高は顧客との契約における履行義務が充足した契約から獲得され
る、代理店手数料の金額を営業収益として計上しております。なお、保険契約の解約等に伴い発生す
ると見込まれる代理店手数料の予想返金額については営業収益から控除し、代理店手数料返金負債を
計上しております。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法
　当社及び国内連結子会社は、確定拠出年金制度を導入しております。退職給付に係る費用は、拠出
した時点で費用として認識しております。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、連結決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しておりま
す。

２. 会計方針の変更に関する注記
　　（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　　　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関
する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。な
お、連結計算書類に与える影響はありません。

　　　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の
注記を行うことといたしました。

３. 収益認識に関する注記
　当社及び連結子会社は、保険代理店事業に係る保険会社との契約における保険契約の取次を行うこと及
び取り次いだ保険契約の保全を行うことを履行義務として識別しており、それぞれが充足されたと認めら
れる時点で収益を認識しております。なお、保険代理店事業から生じる収益の内訳は、国内事業
3,095,000千円、海外事業172,912千円となります。

４. 連結貸借対照表に関する注記
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当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数 （ 株 ）

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

発 行 済 株 式

普通株式（注） 1,966,000 350,000 － 2,316,000

合 計 1,966,000 350,000 － 2,316,000

自 己 株 式

普 通 株 式 － － － －

合 計 － － － －

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の発行済株式総数の増加350,000株は、2022年12月21日付で公募増資による新株発行を行ったことに
よるものであります。

６. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループの資金運用については、事業投資計画等に照らして、必要な資金を主に銀行借入によ
り調達しております。また、余剰資金に関しては安全性の高い金融資産で運用しております。デリバ
ティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、業務提携等に関連する株式であり、実質価額の変動リスクに晒されております。
　長期貸付金は、主に従業員に対するものであり、貸付先の信用リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、主に建物賃貸借契約に係るものであり、差し入れ先の信用リスクに晒されてお
ります。
　営業債務である営業未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。このうち、一
部は金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権・長期貸付金・敷金及び保証金について、経営企画本部が主要な取引
先の状況を定期的に確認し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化
等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、借入金利の変動リスクについて、定期的に市場金利の状況を把握する事により
管理しております。
　投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、保有状況を継
続的に見直しております。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき、経営企画本部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとと
もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても親会
社が同様の管理を行っております。

－ 3 －



連結貸借対照表計上額
（千円） 時　　価（千円） 差　　額（千円）

(1) 長期貸付金（1年内返済予
定のものを含む） 1,487 1,488 0

(2) 敷金及び保証金 29,701 29,625 △75

資産計 31,189 31,113 △75

(1) 長期借入金（1年内返済予
定のものを含む） 185,869 185,739 △129

(2) リース債務（1年内返済予
定のものを含む） 11,771 11,466 △304

負債計 197,641 197,206 △434

（単位：千円）
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 81

出資金 40

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　時価の算定においては、一定の前提条件等を採用しており、異なる前提条件によった場合、当該価
額が異なる場合があります。

⑤ 信用リスクの集中
　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち52.5％が特定の大口顧客に対するもの
であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2022年12月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。

（※１）現金は注記を省略しており、預金、売掛金、短期借入金、営業未払金は短期間で決済されるため、時価が帳簿
価額に近似することから、注記を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は次のとおりであります。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　該当事項はありません。

－ 4 －



区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期貸付金（1年内
返済予定のものを
含む）

－ 1,488 － 1,488

敷金及び保証金 － 29,625 － 29,625

資産計 － 31,113 － 31,113
長期借入金（1年内
返済予定のものを
含む）

－ 185,739 － 185,739

リース債務（1年内
返済予定のものを
含む）

－ 11,466 － 11,466

負債計 － 197,206 － 197,206

１株当たり純資産額 473円07銭
１株当たり当期純利益 56円87銭

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期貸付金（1年内返済予定のものを含む）
　長期貸付金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の貸付を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定しており、レベル２に分類しております。
敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価については、償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の債券の利回り
で割り引いた現在価値によって算定しており、レベル２に分類しております。
長期借入金（1年内返済予定のものを含む）
　長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており、固定金利によるものは、元
利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しており、
レベル２に分類しております。
リース債務（1年内返済予定のものを含む）
　リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定しており、レベル２に分類しております。

７. １株当たり情報に関する注記
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建物 ３～39年
車両運搬具 ２～３年
工具、器具及び備品 ２～10年

個　別　注　記　表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
・有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。（ただし、建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備については、定額法を採用しています。）
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

・無形固定資産（リース資産を除く）
① ソフトウエア

　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいて
おります。

② 顧客関連資産
　当社が中小保険代理店の事業承継の際に中小保険代理店が管理する保険契約に係る保険代理店と
しての地位を一括で承継することにより取得した顧客関連資産については、その対価の算定根拠と
なった将来の収益獲得見込期間（９年～15年）に基づく定額法を採用しております。

・リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額については、リース契約上の残価保証の取決めがあるものは
当該残価保証額とし、それ以外のものは零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準
・貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 36,342千円

　株式会社保険ショップエージェント 18,550千円

　短期金銭債権 1,133千円

営業取引による取引高 16,948千円
営業取引以外の取引による取引高 12,455千円

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点、すなわち、保険代理店事業に係る保
険会社との契約における当社の履行義務を、保険契約の取次を行う義務と、取り次いだ保険契約の保全
を行う義務として識別した上で、それぞれが充足されたと認められる時点で収益を認識しております。
　これにより、代理店手数料売上高は顧客との契約における履行義務が充足した契約から獲得される、
代理店手数料の金額を営業収益として計上しております。なお、保険契約の解約等に伴い発生すると見
込まれる代理店手数料の予想返金額については営業収益から控除し、代理店手数料返金負債を計上して
おります。

２. 会計方針の変更に関する注記
　　（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　　　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する
会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、
計算書類に与える影響はありません。

３. 収益認識に関する注記
　連結注記表の「３．収益認識に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。

４. 貸借対照表に関する注記

(2) 保証債務
以下の関係会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

５. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
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繰延税金資産
代理店手数料返金負債 12,470千円
未払事業税 3,238千円
一括償却資産 423千円
資産除去債務 8,425千円
その他 701千円

繰延税金資産小計 25,260千円
評価性引当額 △357千円
繰延税金資産合計 24,902千円

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 株式会社保険ショ
ップエージェント 直接 100.0

（所有）
　

役員の兼任、従
業員の兼務・出
向等

経営管理、運営管
理に係る業務
（注）１

12,000 未 収 入 金 1,100

金融機関借入に対
する債務保証
（注）２

18,550 － －

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

そ の 他 の
関 係 会 社
の 子 会 社

メディケア生命
保 険 株 式 会 社 － 保険募集の媒介

生命保険募集代理
店委託契約
（注）

75,384 売 掛 金 16,336

１株当たり純資産額 395円47銭
１株当たり当期純利益 23円89銭

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

7. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 経営管理、運営管理に係る業務については、役務提供に対する費用等を勘案し決定しております。

２. 株式会社保険ショップエージェントの銀行借入に対して債務保証を行ったものであります。なお、保証料の
支払は受けておりません。

(2) 兄弟会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）生命保険募集代理店委託契約については、一般の取引条件と同様に決定しております。

8. １株当たり情報に関する注記
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